
] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：百万円）

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 45¶737 45¶737 `

] 有価証券 136¶096 136¶103 6

満期保有目的債券 1¶996 2¶003 6

譲渡性預金 134¶100 134¶100 `

^ 医業未収金 142¶808 142¶808 `

_ 買掛金 (31¶911) (31¶911) (`)

` 未払金 (75¶886) (75¶886) (`)

a 長期借入金 (457¶864) (479¶811) (21¶946)

b リース債務 (22¶188) (22¶147) (�40)

５．固定資産減損損失
\ 減損損失の金額及び内訳 （単位：円）

用 途 場 所
減 損 損 失

建 物 そ の 他 計

遊休資産Ì
（病棟等）

青森県青森市浪岡大字女
鹿沢字平野155

外65箇所

3¶099¶529¶405 237¶392¶409 3¶336¶921¶814

小計（固定資産減損損失) 3¶099¶529¶405 237¶392¶409 3¶336¶921¶814

遊休資産Í
（治験管理棟等）

新潟県新潟市西区真砂１
外13箇所

235¶709¶488 426 235¶709¶914

小計（資本剰余金から控除) 235¶709¶488 426 235¶709¶914

合 計 3¶335¶238¶893 237¶392¶835 3¶572¶631¶728
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３．金融商品関係
\ 金融商品の状況に関する事項
当機構は、資金運用については短期的な預金及び公債に限定し、また、資金調達については
財政融資資金からの借入及び財投機関債の発行によっております。
診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を図っておりま
す。また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、公債のみを保有し
ており株式等は保有しておりません。
借入金等の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、資金
調達を行っております。

（注１） 負債に計上されているものは（ ）で示しております。
（注２） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金、^ 医業未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

] 有価証券
満期保有目的債券の時価については、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示され
た価格によっております。
譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳
簿価額によっております。

_ 買掛金、` 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳簿価額によって
おります。

a 長期借入金、b リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いて算定する方法によっております。
なお、リース債務の貸借対照表計上額は利子を含んでおります。

．損益計算書
１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳
{ その他診療業務収益 610¶561¶951円
| 研修収益 33¶480¶533円
} 研究収益 15¶443¶070円

G G G G G G G G G

合計 659¶485¶554円
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２．受取利息の内訳
{ 受取利息 27¶151¶922円
| 有価証券利息 264¶219¶366円

G G G G G G G G G

合計 291¶371¶288円
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３．固定資産売却益の内訳
{ 医療用器械備品 6¶601¶849円
| 車両 69¶307円

G G G G G G G G G

合計 6¶671¶156円
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４．固定資産売却損の内訳
{ 土地 68¶041¶341円
| 構築物 1¶091¶579円
} 医療用器械備品 1¶590¶980円
~ 車両 96¶819円

G G G G G G G G G

合計 70¶820¶719円
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] 減損損失の認識に至った経緯
上記遊休資産については、将来の使用が見込まれておらず、回収可能価額が帳簿価額を下回っ
ているため減損損失を認識しました。

^ 資産のグルーピングの方法
当機構は、機構全体が一体となって政策医療を担っていることから、全体で一つの資産グルー
プとしております。ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産及び事業の大幅な縮小や
廃止に関する意思決定済みの資産については、それぞれ個別にグルーピングしております。

_ 回収可能価額の算定方法
回収可能価額は、主として不動産鑑定評価額に基づく正味売却価額により算定しております。

６．その他臨時損失の内訳
{ 工事関係費用（土壌汚染関係調査、廃棄物処理等） 541¶898¶542円
| 資産除去債務費用 189¶329¶872円
} その他 373¶328¶867円
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合計 1¶104¶557¶281円
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